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表紙

　法令及び当社の定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に
対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第55期定時株主総会の招集に際しての電子提供措置事項

（事　業　報　告）
新　株　予　約　権　等　の　状　況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
株式会社の支配に関する基本方針について

（連　結　計　算　書　類）
連結株主資本等変動計算書
連　結　注　記　表
（計　算　書　類）
株主資本等変動計算書
個　別　注　記　表

第55期（2025年1月1日～2025年12月31日）

株式会社日本マイクロニクス
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新株予約権等の状況

新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、「内部統制システムに係る基本方針」として取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るための体制を定め、その実施を継続的な取組みとし、毎事業年度、見直しを諮っております。経営会議やコンプ
ライアンス・リスクマネジメント委員会等各種委員会において、その進捗状況及び内部統制システムの運用上、見
出された問題点の是正・改善状況並びに、適宜、講じられた再発防止策への取組み状況の報告を求め、運用状況に
ついてのモニタリングを行っております。また、その結果を取締役会に報告することにより、適切な内部統制シス
テムの構築・運用に努めております。
当事業年度の運用状況につきましては、次のとおりです。
・当社グループ全体において、個人及び組織のコンプライアンスに対する意識の向上を図るため、法令・社内規
程及び企業倫理等、当社グループ全役職員が遵守すべき行動原則を定めたMJC行動規範（MJCコンプライア
ンスハンドブック）を使い、当社グループのコンプライアンス意識の更なる深耕に注力し、コンプライアンス
体制の徹底を行いました。また具体的事業を通じたコンプライアンスの啓蒙を図るため、当社を含めたグルー
プ会社各社においてeラーニングによるコンプライアンス研修を継続しております。

・コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を３回開催し、事業継続に影響を及ぼす様々なリスクを低減す
ることを目的とした当社グループ全体でのワーキング・グループの活動報告を行い、経営上の様々なリスクに
的確に対応する体制づくりを推進いたしました。

・当社の事業戦略として真に守るべき利益の源泉たるコア技術を保護し技術的優位性を確保し続けるため、当社
のコア技術を管理する新たな規程を定め、リスクマネジメントを推進しております。

・サイバー攻撃対策システムの導入及び一元監視体制の整備により、当社グループの情報セキュリティを強化し
ました。また、定期的に情報システムの脆弱性診断を実施し、発見されたIT機器等の脆弱性に対し速やかに対
処しております。

・当社グループにおける業務の適正を確保するために、当社監査等委員会は、当社代表取締役社長との意見交換
会を定期的に開催するほか、当社及び子会社を含むグループ監査役等連絡会を開催し、経営課題の把握と対応
方針について討議いたしました。

・さらに、内部統制システムの運用上新たに見出された問題点等について適時・適切に是正・改善し、必要に応
じて再発防止への取組みを実施してまいりました。

よって、当事業年度における当社の内部統制システムは有効に運用されたものと判断しております。
なお、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当

該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ. 当社は、企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、コン

プライアンス規程を定めるとともにすべての役員及び従業員が法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守した
行動を取るための「コンプライアンスハンドブック」（行動規範）を策定しております。また、直接従業員
から通報相談を受付けるMJCヘルプラインを設け、法令違反または行動規範に反する行為またはそのおそれ
がある事実の早期発見に努めます。MJCヘルプラインは社外に通報相談窓口を設け、通報者に対する匿名性
を担保するとともに不利益となる取扱いの防止を保証しております。

ⅱ. 当社は、経営監査部を設置しており、経営課題に的確に対応した内部監査を通じて内部管理に関する課題を
提起することにより、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与することを基本方針に掲げ、子会社を含む各
組織に対して内部管理プロセスを重視した内部監査を実施し牽制機能の充実を図っております。

ⅲ. 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは一切の関係を遮断するとともにこれら反社会勢力に対
しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で対応いたします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を、法令及び社内規程に基づき適

正に保存及び管理しております。また、法令及び有価証券上場規程に則り、必要な情報開示を行っております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、「リスクマネジメント基本規程」に基づき、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置

し、当社全体のリスク評価及び対策方針の決定を行い、リスクマネジメント活動を全社的に推進します。
また、経営に重大な影響を与えるリスクを事前に把握、分析、評価したうえで適切な対応策を準備し、発生し

たリスクによる損失を最小限にすべく組織的な対応を行うとともに、リスクマネジメント状況を監督し、定期的
な見直しを行っております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会は、経営の基本方針・法令で定められ

た事項その他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を監督する機関と位置づけ、運用を図
っております。また、取締役の業務執行の判断基準として、当社及び当社子会社（以下「当社グループ」といい
ます。）の企業理念を定めております。企業理念は、当社グループの存在意義を示す「MJCの使命」、当社グ
ループが将来に向かって目指すべき姿を示した「MJCの目指す姿」、「MJCの使命」と「MJCの目指す姿」を
実現するために、グループ社員全員が共有すべき価値観を「私たちの大切なもの」と位置づけています。加え
て、当社グループの使命と目指すべき姿の実現のために、中期経営計画であるFV２６、及び単年度の事業計画
を策定しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

さらに、取締役会の下に、社長が議長を務める経営会議を設けて、取締役会の議論を充実させるべく事前審議
を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で当社業務の執行及び施策の実施等について審議してお
ります。
また、当社は、執行役員制度を導入し、取締役会の経営の意思決定機能及び執行監督機能と執行役員の業務執

行機能を分離し、役割と責任を明確化して、それぞれの機能強化を図っております。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社の子会社主管部統括の下、当社各部門がそれぞれ担当する子会

社に対し、子会社の経営意思を尊重しつつ、一定の事項については予め当社の承認を求めることや、当社に報告
を求めることにより、子会社の経営管理を行っております。
また、当社は、当社グループに適用されるコンプライアンス規程を定め、当社グループの役員及び従業員が法
令・定款・社内規程・企業倫理を遵守した行動を取るための行動規範を策定し、現地の言語に翻訳した「コンプ
ライアンスハンドブック」を配布するなど、当社グループ全体でコンプライアンス体制を構築することとしてお
ります。
さらに、当社は、経営監査部を設置し、当社グループ全体に対して内部監査を実施するほか、子会社との各種

連絡会・協議会を設置することにより、当社グループ全体の情報管理・危機管理の統一と共有化及び経営の効率
化を確保しております。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締
役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、経営監査部を設置し、経営監査部が監査等委員会の求めに応じて監査等委員会の監査を補助すること

としております。監査等委員会の招集事務、議事録の作成、その他監査等委員会運営に関する事務は経営監査部
スタッフ他、監査等委員会の職務を補助すべき使用人がこれにあたることとしております。
また、当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ること、当社

の監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、当社取締役等（監査等委
員である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとすることにより、他の取締役（監査等委員である取締役
を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性を確保しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

⑦ 当社及び子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）・監査役等及び使用人またはこ
れらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の当社の監査等委
員会への報告に関する体制並びに報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受
けないことを確保するための体制その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
当社は、当社の監査等委員会が定期的に取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）または使用人から

職務執行の状況について報告を受けることができる体制を整備するとともに、監査が実効的に行われることを確
保するため、経営監査部が監査等委員会の職務を補助しております。
また、内部通報制度により当社または子会社の役職員から担当部門が受けた通報内容について、当社の監査等

委員会に報告を行うこととしております。さらに、当社は、定期的に当社グループの監査等委員会連絡会を開催
し、当社及び子会社の監査等委員会及び監査役間での情報共有を図っております。
また、当社は、内部通報をしたことを理由に通報者に対し不利益な取扱いを行ってはならない旨を定めるとと

もに、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利
益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底しております。

⑧ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用ま
たは債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用等

を支弁するため、毎年一定額の予算を設けているほか、当社の監査等委員がその職務について生じる費用の前払
い等の請求をしたときには、当該請求に係る費用または債務が監査等委員会の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理することとしております。
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株式会社の支配に関する基本方針について

株式会社の支配に関する基本方針について
① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源
泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していく
ことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて
行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害
をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大
量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提
供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必
要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

特に、当社が他社に優越する技術力・生産力等を維持し、企業価値を確保・向上させるためには、中長期的視
野で新技術の実現や人材の育成に努めること、それにより培われた技術資産や人的資産、設備資産の結集で顧客
にベネフィットを提供すること、及びこの方針を支える企業文化を維持することが必要不可欠です。当社株式の
大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を
理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させることができなければ、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益は毀損されることになります。

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財
務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ
相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

② 当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する特別な取組み
ⅰ．当社の企業価値の源泉について

当社は、1970年に電子測定技術を活かした電子機器の保守事業からスタートし、IT産業の発展とともに1973
年から半導体関連、1985年から液晶ディスプレイ（LCD）関連の検査・測定機器の開発・製造・販売を行って
まいりました。特に、半導体計測器具「プローブカード」及びフラットパネルディスプレイ（FPD）検査装置
「LCD検査装置」においては、世界初・世界標準となる製品を数多く生み出してきたことで、当社は、世界的な
リーディングカンパニーとして揺るぎない地位を築いております。2005年に世界初の製品化に成功したウェー
ハスケール一括測定プローブカードでは、当社にとって過去にない長期にわたる研究開発投資、外部からのセラ
ミック薄膜多層配線基板技術及び設備の導入、大型量産設備投資を実施し、世界最高の製品かつ当社の収益の柱
へと育みました。
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株式会社の支配に関する基本方針について

この当社の企業価値の源泉は、①創業以来一貫して従業員の育成及び技術の改善・開発に注力してきた成果と
しての優れた電子計測技術力・製品群、②半導体等電子部品メーカーの多様なニーズに柔軟かつ迅速に対応する
ことを可能にする製品設計力、生産技術力、生産設備や生産体制、③当社グループの有機的連結による研究開発
力及びメンテナンス体制等の強化、④当社の製品の販売先及び原材料調達先等との信頼関係、並びに⑤長期的視
野で企業価値向上を図る企業文化にあると考えております。

具体的には、①当社は、創業以来、従業員一人ひとりに製品開発のノウハウ・技術力・安全管理等を中長期的
に教育するとともに、新技術・新製品の開発に継続的に取り組むことにより、世界の半導体やLCDパネルをはじ
めとする電子部品メーカーから高い評価を受ける、優れた電子計測技術力と製品群・知的財産を有するに至りま
した。半導体等電子部品の先端技術分野においては、常に急速なスピードで技術革新が進んでおり、また、メー
カーのニーズや市場の変化も急速であるため、当社が他社に優越する電子計測技術力や製品群・知的財産を維持
するためには、製品開発のノウハウ・技術力を有する個々の従業員を継続的に確保・育成することが必要不可欠
です。当社は、個々の従業員がこのようなノウハウ・技術力を習得できるよう中長期的な観点から人材の確保・
育成を図るとともに、労使協調の企業文化を維持し、個々の従業員が企業価値の向上に最大限寄与することので
きる環境の整備に努めております。

また、②当社は国内に青森工場をはじめとした3つの工場、海外に韓国をはじめとした3ヶ国に現地生産拠点
を有し、メーカーのあらゆるニーズに柔軟かつ迅速に対応する生産体制を構築しております。当社の生産する半
導体等電子部品の検査装置・器具等はメーカー各社の仕様に基づいて製造されるため、メーカーのニーズに柔軟
に対応できる生産体制を構築しなければ、当社の優位性を維持することはできません。当社は、各工場に自社開
発の生産装置・冶具類を設置・配置し、また設計から組立・検査までの一貫生産体制を確立することにより安定
した生産力を維持するとともに、長年蓄積された電子計測技術や微細加工技術をベースに、絶えず生産技術の改
善・開発に取り組むことにより、メーカーのニーズに対応できる生産体制を構築しております。このような当社
の生産設備・生産体制を効率的に稼動させるためには、品質管理・生産管理等に長けた当社の従業員のノウハウ
も必要不可欠です。

さらに、③当社は、上記の国内及び海外の生産拠点のほか、海外に現地法人を置いて世界的にマーケティング
を行い、マーケティングを通じて得たノウハウ等を研究開発にフィードバックすることにより、研究開発力やメ
ンテナンス体制をさらに強化しております。

加えて、④当社が高品質な製品の安定的な生産及び販売を継続していくためには、販売先であるメーカーとの
信頼関係を維持すること、及び当社の高品質な製品の開発・製造を支える原材料調達先・外注先との信頼関係を
維持することが必要です。当社は、上記のとおりメーカーのニーズに柔軟に対応した製品を開発・製造し続け、
また顧客密着型の営業・開発を行うことによって、メーカーとの間で継続的な取引関係及び強い信頼関係を維持
しております。また、原料調達先・外注先との間でも、「品質第一」の考え方を相互に確認しながら、信頼関係
を構築しております。

また、⑤当社は、上記の強みを活かすために、当社の従業員に対し、(1)蓄積された技術と製造ノウハウを結
集し、顧客に最高のベネフィットを提供する、(2)常に技術開発に注力し、新技術の実現に努める、(3)全従業員
が自己実現を図り、創造性豊かな企業文化を構築する、並びに(4)QDCCSSの改善及び改革にすべての従業員の
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力を結集するといった方針や企業文化の浸透を図るよう努めており、これら従業員についても、当社の企業価値
の源泉の一部を構成しております。

ⅱ．企業価値向上のための取組み
当社グループは、長期的視野で企業価値向上を目指す企業文化を醸成するために、外部環境及び当社グループ

自身の変化に対応するため、企業理念体系として、当社の存在意義を示す「MJCの使命」、当社が将来に向か
って目指すべき姿を示した「MJCの目指す姿」、そして、「MJCの使命」と「MJCの目指す姿」を実現するた
めに、グループ社員全員が共有すべき価値観を「私たちの大切なもの」として次のように定めております。

MJCの使命である「電子計測技術を通して広く社会に貢献する」の実現に向け、2023年に中期経営計画とな
る「FV26」を策定し各種施策を推進しております。2024年11月には計画の上方修正を行い、さらに企業価値
の向上を目指しています。

「MJCの使命」
電子計測技術を通して広く社会に貢献する
日本マイクロニクスは、ステークホルダーの皆さまのために果たすべき「MJCの使命」を掲げています。
創業から技術を探求し磨き、エレクトロニクスの発展とともに当社も成長してきました。
これからも変わることなく、私たちはこの「MJCの使命」のもと、より豊かな社会に貢献するため挑戦し続
けます。

「MJCの目指す姿」
MJC YOUR Best Partner, MJC Anytime Anywhere
ステークホルダーの皆さまにとって、MJCがどのような存在でありたいかを表しています。
幅広いステークホルダーの皆さまから一番に選ばれるパートナーを目指したい。いかなる局面においても
「いつでも」お客さまから選ばれ、グローバル市場の「どこでも」選ばれ続けたい。そうした思いを胸に、
私たちはステークホルダーの皆さまのより良い未来に貢献していきます。
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Q ： Quality （技術の向上・品質の維持）
D ： Delivery （納期の厳守）
C ： Cost （原価の低減）
C ： Compliance （法令遵守）
S ： Service （サービスの充実）
S ： Safety （労働・製品の安全）

Q ： Quest （成長への探求）
D ： Development （No.1製品の開発）
C ： Challenge （挑戦と行動）
C ： Commitment （約束と責任）
S ： Sympathy （思いやりと感謝）
S ： Sustainability （持続性の追求）

「私たちの大切なもの」
QDCCSS　＋　QDCCSS2.0

時代の潮流と事業環境の変化に適応するため、原点となる「QDCCSS」に成長のための「QDCCSS2.0」が加
わることで、QDCCSSが進化しました。
「QDCCSS」とは、お客さまからの信用と信頼を得るために誕生し、長年浸透し続けている私たちの大切な
価値観です。
この原点となる「QDCCSS」と、持続的な成長と企業価値の向上への羅針盤となる成長のための
「QDCCSS2.0」とともに、私たちは「MJCの使命」と「MJCの目指す姿」の実現を目指していきます。

QDCCSS

QDCCSS2.0

ⅲ．コーポレート・ガバナンスの強化
当社は、独立性のある社外取締役を監査等委員である取締役を含め5名（監査等委員でない社外取締役3名及

び監査等委員である社外取締役2名）選任しております。これにより、監査等委員である取締役を含む社外取締
役による当社経営に対する経営監督・監視機能の充実を図り、透明性の高い経営を実現するなど、コーポレー
ト・ガバナンスの一層の強化を図っております。また、当社は代表取締役社長直轄の独立組織として経営監査部
を設置し内部統制の強化も図っております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取組み

ⅰ． 当社は、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」という。その概要
は下記ⅲをご参照ください。）を、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるために、
2023年3月30日開催の第52期定時株主総会における承認を得て、更新いたしました。

ⅱ． 本プランの目的
本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記①に記

載した基本方針に沿って更新されるものです。
当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株券等

（注1）の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えてい
ます。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社
取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するた
めに必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的として
おります。

なお、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式の大量取得を行う旨の提案を受けている事実はあ
りません。

ⅲ．本プランの概要
本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める

等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。
買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合

に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。
買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等
による権利行使は（一定の例外事由が存する場合を除き）認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外
の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権の無償割当てその他
の法令及び当社定款の下で取り得る合理的な施策を実施します。本プランに従って新株予約権の無償割当てが
なされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買
収者の有する当社の議決権割合は、最大約50％まで希釈化される可能性があります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の
恣意的判断を排するため、独立委員会規則に従い、当社経営陣から独立した当社社外取締役のみから構成され
る独立委員会において、その判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラ
ン所定の場合には、株主意思確認総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。
　こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示を行い、その透明性を確保することとし
ております。
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④ 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するための取組み内容）

ⅰ．本プランの発動に係る手続
1. 対象となる買付等

本プランは、以下の（a）から（c）までのいずれかに該当する当社株券等の買付その他の取得又はこれら
に類似する行為（これらの提案を含みます。）（当社取締役会が本プランを適用しない旨別途決定したものを
除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。

（a）当社が発行者である株券等（注2）について、保有者（注3）の株券等保有割合（注4）が20％以上とな
る買付その他の取得

（b）当社が発行者である株券等（注5）について、公開買付け（注6）を行う者の株券等所有割合（注7）及
びその特別関係者（注8）の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

（c）上記（a）若しくは（b）に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、（ⅰ）当社の株券等の取得を
しようとする者又はその共同保有者（注9）若しくは特別関係者（以下、本（c）において「株券等取得
者等」といいます。）が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下、本（c）において同じと
します。）との間で行う行為であり、かつ、当該行為の結果として当該他の株主が当該株券等取得者等の
共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該株券等取得者等と当該他の株主との間に
その一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係（注10）を樹
立する行為（注11）であって、（ⅱ）当社が発行者である株券等につき当該株券等取得者等と当該他の
株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような行為

買付等を自ら単独で又は他の者と共同ないし協調して行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）
は、予め本プランに定められる手続に従うものとし、本プランに従い当社取締役会が本新株予約権（下記5.
「独立委員会の勧告」に定義されます。以下同じとします。）の無償割当ての不実施に関する決議を行うま
での間、買付等を実行してはならないものとします。

2. 意向表明書の提出
　　 買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プランの手続を遵守する

旨の法的拘束力のある誓約文言等を含む書面（買付者等の代表者による署名又は記名捺印のなされたものと
し、条件又は留保等は付されてはならないものとします。）及び当該署名又は捺印を行った代表者の資格証明
書（以下、これらをあわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきます。意向表明
書には、買付者等の氏名又は名称、住所又は本店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国
内における連絡先及び企図されている買付等の概要等を明示していただきます。なお、意向表明書及び下記
3に定める買付説明書その他買付者等が当社又は独立委員会に提出する資料における使用言語は日本語に限
ります。
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3. 買付者等に対する情報提供の要求
　　 当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定義されます。）の書式（買

付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を買付者等に対して交付いたします。買付者等は、当
社が交付した書式に従い、下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面
（以下「買付説明書」と総称します。）を当社取締役会に対して提出していただきます。
当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（独立委員会の委員の選任基準、

決議要件、決議事項等については注12をご参照ください。）に送付します。当社取締役会及び独立委員会
（注13）は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に
対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。この場合、買付者等
においては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供していただきます。

記
（a）買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び買付者等を被支配法人等（注14）とする者

の特別関係者を含みます。）の詳細（名称、資本関係、財務内容、経営成績、過去の法令違反等の有無
及び内容、当該買付者等による買付等と同種の過去の取引の詳細等を含みます。）（注15）

（b）買付等の目的、方法及び具体的内容（対価の価額・種類、時期、関連する取引の仕組み、方法の適法
性、実現可能性等を含みます。）

（c）買付等の価額及びその算定根拠
（d）買付者等による当社の株券等の過去の取得に関する情報
（e）買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方

法及び関連する取引の内容等を含みます。）
（f）買付等に関して第三者との間における意思連絡の有無及びその内容
（g）買付等の後における当社グループの経営方針、経営体制、事業計画、資本政策及び配当政策
（h）買付等の後における当社の株主（買付者等を除く。）、従業員、取引先、顧客等の利害関係者等に対す

る対応方針
（i）当社の他の株主との間の利益相反が生じうる施策を行うことを予定している場合には、当該利益相反

を回避するための具体的方策
（j）反社会的勢力との関係に関する情報
（k）その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報

4. 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討
（a）当社取締役会に対する情報提供の要求

独立委員会は、買付者等から買付説明書及び当社取締役会又は独立委員会が追加的に提出を求めた情
報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として60日を上限
とします。）を定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとしま
す。以下同じとします。）及びその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認
める情報を提供するよう要求することができます。
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（b）独立委員会による検討等
独立委員会は、買付者等及び（当社取締役会に対して上記（a）記載のとおり情報の提供を要求した場

合には）当社取締役会からの情報等（追加的に提供を要求したものも含みます。）を受領してから原則
として最長60日が経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業
計画等に関する情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提供する代替案の検討等を行います（以下か
かる独立委員会による情報収集及び検討に要する期間を「独立委員会検討期間」といいます。）。

独立委員会は、当社の費用で、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コ
ンサルタントその他の専門家の助言を得ることができるものとします。

また、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付
等の内容を改善させるために必要であれば、直接又は間接に、当該買付者等と協議・交渉等を行うもの
とします。買付者等は、独立委員会が、直接又は間接に、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を
求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。

なお、独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討・代替案の検討・買付者等との協議・交渉等に
必要とされる合理的な範囲内（但し、原則として30日間を上限とするものとします。）で、独立委員会
検討期間を延長することができるものとします。

5. 独立委員会の勧告
上記の手続を踏まえ、独立委員会は、買付等について、下記(2)「本新株予約権の無償割当ての要件」におい

て定められる発動事由（以下「発動事由」と総称します。）が存すると判断した場合、引き続き買付者等より
情報提供や買付者等との間で協議・交渉等を行う必要がある等の特段の事情がある場合を除き、当社取締役
会に対して、新株予約権（その主な内容は下記(3)「本新株予約権の無償割当ての概要」に定めるとおりと
し、以下かかる新株予約権を「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施することを勧告します。な
お、独立委員会は、本新株予約権の無償割当て等を実施するに際し、事前又は事後に株主意思の確認を得る
べき旨の留保を付すことができるものとします。

上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も、以下のいず
れかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日まで
においては本新株予約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予
約権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得すべき旨の新たな勧告を行うこ
とができるものとします。

（a）当該勧告後に買付者等が買付等を中止・撤回し、買付等が存しなくなった場合（注16）
（b）当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じる等の理由により、発動事由が存しなくなっ

た場合
　　 他方、独立委員会は、買付等について、発動事由に該当しないと判断した場合は、当社取締役会に対し、本

新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行わないものとします。但し、独立委員会は、その後も、当
該判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、発動事由が存することとなった場合には、本新株予約権の無
償割当てを実施すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。
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上記のほか、独立委員会は、買付等について、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するおそれが
ある場合、その理由を付して、株主総会を開催し買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行うこと等を
勧告することもできるものとします。

6. 株主意思確認総会の開催
当社取締役会は、（ⅰ）上記5.に従い、独立委員会において、本新株予約権の無償割当ての実施に際して株

主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、若しくは買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行う
ことを勧告した場合、又は（ⅱ）当社取締役会が、本新株予約権の無償割当て等を実施すべきと考える場合
であって、取締役の善管注意義務に照らし株主意思確認総会の開催に要する時間等を勘案した上で株主意思
を確認することが適切と判断する場合には、株主意思確認総会（注17）（以下「株主意思確認総会」といい
ます。）を招集し、株主の皆様の意思を確認することができるものとします。

7. 取締役会の決議
当社取締役会は、上記6に基づき株主意思確認総会を開催する場合には、当該株主意思確認総会の決議に従

い決議を行うものとします。また、当該株主意思確認総会が開催されない場合には、独立委員会の上記5.に
従った勧告を最大限尊重して、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関とし
ての決議を行うものとします。

8. 情報開示
当社は、本プランの運用に際しては、適用する法令又は金融商品取引所の規程等に従い、本プランの各手続

の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、独立委員会検討期間が開始した事実、並びに独立
委員会検討期間を延長する場合はその期間及び理由を含みます。）、独立委員会による勧告等の概要、当社取
締役会の決議の概要、株主意思確認総会の決議の概要、その他独立委員会又は当社取締役会が適切と考える
事項について、適時に情報開示を行います。

ⅱ．本新株予約権の無償割当ての要件
本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記のとおりです。なお、上記

ⅰ「本プランの発動に係る手続」5.のとおり、下記の要件の該当性については、必ず独立委員会の勧告を経て
決定されることになります。

記
発動事由ⅰ

本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる
時間や情報の提供がなされない場合を含む。）、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場
合
発動事由ⅱ

以下の各号のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場合
1．以下に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそ

れのある買付等である場合
（a）株券等を買い占め、その株券等について当社又は当社の関係者に対して高値で買取りを要求する行為
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（b）当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に買付者等の
利益を実現する経営を行うような行為

（c）当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為
（d）当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利

益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売
り抜ける行為

2．強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定
し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等、株主に株式の売却
を事実上強要するおそれのある買付等である場合

3．買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性、買付等の後における当社の他の株
主、従業員、顧客、取引先その他の当社に係る利害関係者に対する対応方針等を含みます。）が当社の本
源的価値に鑑み不十分又は不適当な買付等である場合

4．当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な技術力・生産力や当社の従業員、顧客、取引先等との関係を
損なうこと等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等で
ある場合

ⅲ．本新株予約権の無償割当ての概要
本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。

1．本新株予約権の数
本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」といいま

す。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総
数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数とします。

2．割当対象株主
割当期日における当社の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有する当社株式1株につき

本新株予約権1個の割合で、本新株予約権を割り当てます。
3．本新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。
4．本新株予約権の目的である株式の数

本新株予約権1個の目的である当社株式（注18）の数（以下「対象株式数」といいます。）は、原則と
して1株とします。

5．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産

の当社株式1株当たりの価額は、1円を下限とし当社株式1株の時価の2分の1の金額を上限とする金額の
範囲内で本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予
約権無償割当て決議に先立つ90日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社
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普通株式の普通取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）に相当する金額とし、1円未満の端数
は切り上げるものとします。

6．本新株予約権の行使期間
本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間の初日を「行使期間

開始日」といいます。）とし、原則として、1ヶ月間から6ヶ月間までの範囲で本新株予約権無償割当て決
議において別途定める期間とします。

7．本新株予約権の行使条件
（Ⅰ）買付者等、（Ⅱ）買付者等の共同保有者、（Ⅲ）買付者等の特別関係者、若しくは（Ⅳ）上記

（Ⅰ）ないし（Ⅲ）に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受け若しく
は承継した者（その共同保有者・特別関係者を含みます。）、又は、（Ⅴ）上記（Ⅰ）ないし（Ⅳ）に該当
する者の関連者（注19）（以下、（Ⅰ）ないし（Ⅵ）に該当する者を「非適格者」（注20）と総称しま
す。）は、原則として、本新株予約権を行使することができません。

なお、当社取締役会は、ある者が非適格者に該当するかを判断するにあたり（注21）、独立委員会の意
見を聴取し、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則と
して本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保有する本新株予約権も、下記
9（b）のとおり、適用法令に従うことを条件として当社による当社株式を対価とする取得の対象となり
ます。）。

さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓
約文言を含む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができませ
ん。

8．本新株予約権の譲渡
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

9．当社による本新株予約権の取得
（a）当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが適切であると

当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権
を無償で取得することができるものとします。

（b）当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有する本新株予約権のう
ち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約
権1個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交付することができます。
また、当社は、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のうち非適格者以外の者が存
在すると当社取締役会が認める場合には（注22）、上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が定
める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日まで
に未行使のものを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権1個につき対象株式数に相当する数の当
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社株式を交付することができるものとし、その後も同様とします。
（c）当社は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降の日で取締役会が別途定める日の到来日をもっ

て、非適格者が有する本新株予約権の全てを取得し、これと引き換えに、取得に係る本新株予約権と同
数の新株予約権で非適格者の行使が原則として認められないとされているもの（注23）を対価として交
付することができます。また、当該新株予約権には、一定期間の経過後、一定の場合に合理的な対価を
交付することにより当社が取得することができること等の取得条項が規定される場合があります。当該
新株予約権の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において定めるものとします。

（d）その他の取得に関する事項については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとしま
す。

10．合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付
本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

11．新株予約権証券の発行
本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。

12．その他
上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるもの
とします。

ⅳ．本プランの有効期間及び廃止・修正・変更
本プランの有効期間（以下「有効期間」といいます。）は、本定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。
但し、有効期間の満了前であっても、当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されるものとします。
また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品取引所の規程・

規則等の新設若しくは改廃が行われ、かかる新設若しくは改廃を反映することが適切である場合、誤字脱字等の
理由により字句の修正を行うのが適切である場合、又は当社株主に不利益を与えない場合等本定時株主総会の決
議の趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合がありま
す。

当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実及び（修正・変更の
場合には）修正・変更の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。
ⅴ．法令の改正等による修正

　　 本プランで引用する法令の規定は、2023年2月14日現在施行されている規定を前提としているものであり、同
日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場
合には、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内
で読み替えることができるものとします。
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⑤ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
コーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上

させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものであります。
また、本プランは、当社株式に対する買付等が行われた際に、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するた

めの枠組みであり、基本方針に沿うものであります。特に、本プランについては、経済産業省及び法務省が
2005年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の
定める三原則の要件を充足していること、第52期定時株主総会において株主の皆様の承認を得ていること、一
定の場合には本プランの発動の是非について株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認することとされ
ていること、及び有効期間を本定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとするサンセット条項が付されており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社
株主意思確認総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止される
こと等株主意思を重視するものであること、独立性のある社外取締役等によって構成される独立委員会が設置さ
れ、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の
費用で第三者専門家を利用し助言を受けることができるとされていること等により、その公正性・客観性が担保
されており、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではありません。

＜ご参考＞
当社は、2023年3月30日開催の第52期定時株主総会において本プランの更新決議を行っておりますが、本プラン

は2026年3月26日開催予定の第55期定時株主総会終結の時をもって満了となります。当社は、2026年2月13日開催
の取締役会において、本プランについて、これを継続しないことを決議しております。

注1　当社は、2009年1月5日に株券電子化が実施されたことに伴い株券不発行会社となっていますが、本プランにおいては、金融商品取引
法の規定に準拠した記載をすることが明確性・客観性に資するという観点から、適宜、同法の規定に準拠して「株券等」の用語を使用
しています。

注2　金融商品取引法第27条の23第1項に定義されます。
注3　金融商品取引法第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みま

す。）。
注4　金融商品取引法第27条の23第4項に定義されます。
注5　金融商品取引法第27条の2第1項に定義されます。
注6　金融商品取引法第27条の2第6項に定義されます。
注7　金融商品取引法第27条の2第8項に定義されます。
注8　金融商品取引法第27条の2第7項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。但し、同項第1号に掲げ

る者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除きます。
注9　金融商品取引法第27条の23第5項に規定される共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます（当社取

締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。
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注10　「当該株券等取得者と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関
係」が存するか否かの判定は、現在又は過去の資本関係（共同支配の関係を含みます。）、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員
兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等や、当該株券等取得
者及び当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎として行うものとします。

注11　本文の③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が合理的に判断するものとします。なお、当社取締役会は、本文の③
所定の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。

注12　独立委員会規則の概要は以下のとおりです。
・独立委員会の委員は、3名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役又は社外の有識者のいずれかに

該当する者の中から、当社取締役会が選任する。但し、有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、
当社の事業に精通する者、弁護士、公認会計士若しくは会社法等を主たる研究対象とする研究者又はこれらに準ずる者でなければな
らず、また、別途当社取締役会が指定する当該有識者の当社に対する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者でな
ければならない。

・独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま
でとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当社社外取締役であった独立委員会委
員が、取締役でなくなった場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。

・独立委員会は、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施、本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得、その
他取締役会が判断すべき事項のうち当社取締役会が独立委員会に諮問した事項その他所定の事項について決定等を行う。

・独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の全員が出席（テレビ会議又は電話会議による出席を含む。）し、その過半数を
もってこれを行う。但し、やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもってこれを
行うことができる。

注13　独立委員会の委員には、田辺英達氏、上田康弘氏、平本一男氏、樋口義行氏及び土屋智恵子氏を選定しております。
注14　金融商品取引法施行令第9条第5項に定義されます。
注15　買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。
注16　例えば、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法により実施されている場合には、公開買付けの撤回の公

告（金融商品取引法第27条の11第2項本文）がなされることを要します。）した上で、①買付等を一定の期間実施しないこと、②一定
の期間以内に株券等保有割合を一定の割合まで減少させること、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約す
る旨の書面を差し入れ、当該誓約書を遵守する場合が考えられます。

注17　会社法第295条に規定される決議事項を決議する会社法上の株主総会に限らず、同条に規定される決議事項以外の事項について勧告
的決議を行う場合も含めて「株主意思確認総会」と記載しております。

注18　将来、当社が種類株式発行会社（会社法第2条第13号）となった場合においても、①本新株予約権の行使により交付される当社株式
及び②本新株予約権の取得と引換えに交付する株式は、いずれも当社が本定時株主総会開催時において、現に発行している株式（普通
株式）と同一の種類の株式を指すものとします。

注19　ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこ
れに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。な
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お、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第3条第3項に定義されます。）
をいいます。また、組合その他のファンドに係る「関係者」の判定においては、ファンド・マネージャーの実質的同一性その他の諸事
情が勘案されます。

注20　但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その
他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、非適格者に該当しないものとします。

注21　当社取締役会は、非適格者の該当性が問題となっている者に対し、その判断に必要となる情報等の提供を求めることがあります。
注22　例えば、当初、買付者等の特別関係者であった者が、本プランの発動の後に、当該買付者等との関係を解消し、非適格者に該当しな

いこととなった場合等が考えられます。
注23　但し、一定の場合には、非適格者による当該新株予約権の行使が認められる旨の条件を付すことがあります。具体的には、買付者等

が、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法により実施されている場合には、公開買付けの撤回の公告（金
融商品取引法第27条の11第2項本文）がなされることを要します。）した上で、①買付等を一定の期間実施しないこと、②一定の期間
以内に株券等保有割合を一定の割合まで減少させること、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約する旨の
書面を差し入れ、当該誓約書を遵守する場合には、かかる買付者等その他の非適格者は、その保有する当該新株予約権につき、一定の
割合の範囲内に限り行使することができることなどが定められることなどがあります。
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連結株主資本等変動計算書 （2025年1月1日から2025年12月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 2 5年 1月 1日　残高 5,018 6,091 36,585 △1,266 46,429
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,701 △2,701
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 12,063 12,063

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 541 153 694
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 541 9,362 153 10,056
2025年12月31日　残高 5,018 6,633 45,947 △1,113 56,486

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2 0 2 5年 1月 1日　残高 1,141 1,972 102 3,216 49,646
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,701
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 12,063

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 694
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 5,545 350 453 6,349 6,349

連結会計年度中の変動額合計 5,545 350 453 6,349 16,406
2025年12月31日　残高 6,687 2,322 555 9,566 66,052
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　8社
主要な連結子会社の名称

美科樂電子股份有限公司（英文名：TAIWAN MJC CO.,LTD.）
邁嘉路微電子（上海）有限公司（英文名：CHINA MJC CO.,LTD.）
MJC Electronics Corporation
MJC Europe GmbH
MEK Co.,Ltd.
昆山麦克芯微電子有限公司（英文名：MJC Microelectronics（Kunshan）Co.,Ltd.）
MJC ELECTRONICS ASIA PTE.LTD.
その他　1社

2．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。
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建物及び構築物 10年～38年
機械装置及び運搬具 2年～ 7年

3．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ
原則として、時価法によっております。

③　棚卸資産
イ．製品・仕掛品（プローブカード・検査機器等）

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

ロ．原材料・仕掛品（プローブ針等）
月別総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。
ハ．貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、一部の在外子会社は定額法
を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用し

ております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員の賞与支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担する額を計上してお

ります。
③　役員賞与引当金

役員の賞与支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担する額を計上しており
ます。

④　製品保証引当金
製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき将来の支出見込額を計上してお

ります。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社グループは、プローブカード、LCD検査機器、半導体検査機器等の製造販売を行っております。
プローブカードの製造販売については、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負ってお

ります。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足さ
れると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

ただし、国内販売においては、出荷時から当該製品等の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常である
場合には、出荷時に収益を認識しております。

LCD検査機器、半導体検査機器等の製造販売については、顧客との販売契約に基づいて検査機器の立上に
関連する履行義務を負っております。立上作業が完了した時点において当社グループの履行義務が充足され
ると判断し、立上完了時点で収益を認識しております。
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⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

外貨建有価証券（その他有価証券）は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は全
部純資産直入法により処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して
おります。

②　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を充たしている為替予約が付さ
れている外貨建債権については振当処理を採用しております。また、特例処理の要件を充たしている金
利スワップについては特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象・・・外貨建売上取引に係る債権及び外貨建予定取引、借入金

ハ．ヘッジ方針
当社の社内管理規程に基づき為替変動リスクをヘッジするために為替予約を行い、借入金に対する利

息の確定を目的として金利スワップを行っております。なお、投機を目的としたデリバティブ取引は行
わない方針であります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前テストで確認

し、また四半期ごとに当該条件に変更がないことを事後テストで確認しております。なお、外貨建予定
取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて高いことを事前テス
ト及び事後テストで確認しております。

振当処理を行った為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別等、取引の重要な条件が
同一であり、相関関係は完全に確保されていることから有効性の評価を省略しております。また、特例
処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

③　退職給付に係る会計処理
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）に

よる定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
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連結注記表

1．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
13,190百万円

その他（投資その他の資産） 29百万円

2．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
34,970百万円

2025年1月28日付締結
コミットメントラインの総額 10,000百万円
借入実行残高 －
　差引額 10,000

（会計上の見積りに関する注記）
（棚卸資産の評価）

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループの棚卸資産は、取得原価と正味売却価額のいずれか低い方の金額で評価しておりますが、営

業循環過程から外れた滞留品については、その保有期間に応じた一定の基準により規則的に帳簿価額を切下
げる方法を採用しております。

当社グループが属する半導体市場では、技術革新等により市場が成長し需要が喚起されることがある反
面、ニーズや経済環境の変化によっては、需給バランスが大きく崩れることもあることから、市場環境が悪
化した場合には、収益性の低下により多額の評価損が生じる可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
1．担保に供している資産

輸入取引に関して生じる関税・消費税等の保証の担保に供しております。

3．リース契約により使用する固定資産
連結貸借対照表に計上した固定資産の他、営業車両等をリース契約により使用しております。

4．コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関3社とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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2023年5月15日付締結
シンジケーション方式実行可能期間付
タームローン契約

15,000百万円

借入実行残高 6,000
　差引額 9,000

2025年1月28日付締結
シンジケーション方式実行可能期間付
タームローン契約

10,000百万円

借入実行残高 －
　差引額 10,000

5．シンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約
当社は、青森工場新棟建設及び生産設備投資に必要な資金を借り入れることを目的として、取引金融機関５

社とシンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約を締結しております。この契約に基づく当連結会
計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

6．シンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約
当社は、青森工場における生産設備投資に必要な資金を借り入れることを目的として、取引金融機関5社とシ

ンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約を締結しております。この契約に基づく当連結会計年度
末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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売上原価 259百万円

一般管理費に含まれる研究開発費 6,619百万円

用途 場所 種類 金額

事業用資産 青森県平川市

機械装置及び運搬具 77百万円

建設仮勘定 197百万円

その他（有形固定資産） 30百万円

無形固定資産 74百万円

その他（投資その他の資産） 1百万円

（連結損益計算書に関する注記）
1．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

2．研究開発費の総額

3．減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っております。
TE事業において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているため、TE事業に係る資産グループ
の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（382百万円）として特別損失に計上しており
ます。
　なお、事業用資産の減損損失の測定における回収可能価額は正味売却価額により測定しており、このうち土
地、建物に係る正味売却価額は、不動産鑑定評価額により評価し、その他については売却可能性が見込めない
ため、備忘価額により評価しております。
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普通株式 40,025,316株

・配当金の総額 2,701百万円
・1株当たり配当額 70円
・基準日 2024年12月31日
・効力発生日 2025年3月28日

・配当金の総額 3,682百万円
・配当の原資 利益剰余金
・1株当たり配当額 95円
・基準日 2025年12月31日
・効力発生日 2026年3月27日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

2．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

　2025年3月27日開催の第54期定時株主総会決議による配当に関する事項

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
　2026年3月26日開催の第55期定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。
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（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、社内管理規程及び事務取扱規則に従い、資金運用については短期的な預金等に限定し、ま

た、資金調達については主に銀行借入により行う方針であります。デリバティブは、外貨建ての債権債務の為替
変動リスクを回避するためや借入金の金利変動リスクを回避するため等に利用し、投機的な取引は行わない方針
であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内

管理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。また、グローバルに事業を展開する中で、主に円建取引を行っておりますが、一
部の取引から生じる外貨建ての債権債務は、為替の変動リスクに晒されているため、主に先物為替予約を利用し
てヘッジしております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて
おりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが6ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に運転資金や設備投資、研

究開発に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長
期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデ
リバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用する場合があります。なお、ヘッジ会計に関する
ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「（連結計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項に関する注記）　3．会計方針に関する事項　⑸　その他連結計算書類作成のための重
要な事項　②　重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内管理規程に従って行っております。営業債
務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、コミットメントライン契約締結等によ
り、当該リスクに対応しております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券　（注）1． 10,646 10,646 －

資産計 10,646 10,646 －
長期借入金　（注）2． 6,530 6,528 △2

負債計 6,530 6,528 △2
デリバティブ取引　（注）3． △143 △143 －

区分 当連結会計年度
（百万円）

非上場株式 12

2．金融商品の時価等に関する事項
　2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入金」について
は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

（単位：百万円）

（注）1. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

2. 長期借入金については、1年内に返済期限の到来する流動負債の短期借入金に含まれている長期借入
金を含めております。

3. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券 10,646 － － 10,646

資産計 10,646 － － 10,646
デリバティブ取引
　通貨関連 － 143 － 143

負債計 － 143 － 143

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
長期借入金 － 6,528 － 6,528

負債計 － 6,528 － 6,528

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分

類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2)　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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（単位：百万円）
報告セグメント

合計プローブ
カード事業 ＴＥ事業

日本 4,930 230 5,161
韓国 37,317 2 37,319
台湾 20,700 985 21,686
その他アジア 4,916 365 5,282
欧米 659 64 723
顧客との契約から生じる収益 68,525 1,648 70,173
外部顧客への売上高 68,525 1,648 70,173

長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、市場金利を短期間で反映しており、また、当社グループの信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価
額によっています。固定金利によるものは、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に信用ス
プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。これらについてはレベル2の時価に
分類しております。

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項に関する注記）　3．会計方針に関する事項　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。
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（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,670
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 11,413
契約負債（期首残高） 582
契約負債（期末残高） 516

　１株当たり純資産額 1,703.95円
　１株当たり当期純利益 311.53円

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1)　契約負債の残高等

(2)　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループの残存履行義務に配分した取引価格については、顧客との契約期間が1年以内であるため、

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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退職給付債務の期首残高 4,944百万円
勤務費用 379
利息費用 43
数理計算上の差異の発生額 △582
退職給付の支払額 △197

退職給付債務の期末残高 4,588

年金資産の期首残高 3,023百万円
期待運用収益 43
数理計算上の差異の発生額 21
事業主からの拠出額 247
退職給付の支払額 △104

年金資産の期末残高 3,231

（その他の注記）
1．退職給付関係

⑴　採用している退職給付制度の概要
当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度、退職

一時金制度及び確定拠出制度を採用しております。
なお、一部の連結子会社が有する確定給付型企業年金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職

給付費用を計算しております。

⑵　確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
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積立型制度の退職給付債務 2,632百万円
年金資産 △3,231

△599
非積立型制度の退職給付債務 1,956
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,356

退職給付に係る負債 1,956
退職給付に係る資産 △599
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,356

勤務費用 379百万円
利息費用 43
期待運用収益 △43
数理計算上の差異の費用処理額 △45
確定給付制度に係る退職給付費用 334

数理計算上の差異 558百万円
合　計 558

未認識数理計算上の差異 689百万円
合　計 689

③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に
係る資産の調整表

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

⑤ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

⑥ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま
す。
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一般勘定 56.2％
債券 12.7
株式 7.0
現金及び預金 23.7
その他 0.3

合　計 100.0

割引率 2.7％
長期期待運用収益率 1.0
予想昇給率 4.1

⑦ 年金資産に関する事項
(ⅰ) 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

(ⅱ) 長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を

構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧　数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

⑶　確定拠出制度
当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、80百万円であります。
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賞与引当金 651百万円
棚卸資産評価損 537
棚卸資産未実現利益 536
貸倒引当金 74
製品保証引当金 487
未払販売手数料 0
繰越欠損金 116
退職給付に係る負債 761
長期未払金 7
減損損失 368
固定資産未実現利益 218
その他 611
繰延税金資産　小計 4,372
評価性引当額 △1,882

繰延税金資産　合計 2,490

その他有価証券評価差額金 △3,052百万円
在外子会社留保利益に係る一時差異 △825
退職給付に係る資産 △314
その他 △14
繰延税金負債　合計 △4,207

繰延税金資産（負債）の純額 △1,717

2．税効果会計関係
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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法定実効税率 30.5％
（調整）

住民税均等割 0.1
海外子会社との適用税率差異 △2.6
評価性引当額の増減 1.6
試験研究費税額控除 △3.4
役員賞与否認 0.3
その他 1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.8

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

⑶ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴
い、2026年4月1日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし
た。
　これに伴い、2027年1月1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資
産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。
　なお、この変更による影響は軽微であります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （2025年1月1日から2025年12月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

2 0 2 5年1月1日　残高 5,018 5,769 592 6,362 116 31,307 31,424
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,701 △2,701
当 期 純 利 益 10,381 10,381
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 541 541
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 541 541 － 7,679 7,679
2025年12月31日　残高 5,018 5,769 1,134 6,904 116 38,987 39,104

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

20 2 5年1月1日　残高 △1,266 41,538 1,141 42,680
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △2,701 △2,701
当 期 純 利 益 10,381 10,381
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 153 694 694
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 5,545 5,545

事業年度中の変動額合計 153 8,374 5,545 13,919
2025年12月31日　残高 △1,113 49,913 6,687 56,600
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 10年～38年
機械及び装置 2年～ 7年

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　デリバティブ
原則として、時価法によっております。

⑶　棚卸資産
①　製品・仕掛品（プローブカード・検査機器等）

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。

②　原材料・仕掛品（プローブ針等）
月別総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。
③　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。

2．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用して

おります。
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3．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員の賞与支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担する額を計上しておりま

す。
⑶　役員賞与引当金

役員の賞与支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担する額を計上しております。
⑷　製品保証引当金

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき将来の支出見込額を計上しており
ます。

⑸　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）によ
る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

4．収益及び費用の計上基準
当社は、プローブカード、LCD検査機器、半導体検査機器等の製造販売を行っております。
プローブカードの製造販売については、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っており

ます。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足される
と判断し、引渡時点で収益を認識しております。

ただし、国内販売においては、出荷時から当該製品等の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常である場
合には、出荷時に収益を認識しております。

LCD検査機器、半導体検査機器等の製造販売については、顧客との販売契約に基づいて検査機器の立上に関
連する履行義務を負っております。立上作業が完了した時点において当社の履行義務が充足されると判断し、
立上完了時点で収益を認識しております。

5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

外貨建有価証券（その他有価証券）は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は全部純資
産直入法により処理しております。
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⑵　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を充たしている為替予約が付され
ている外貨建債権については振当処理を採用しております。また、特例処理の要件を充たしている金利ス
ワップについては特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象・・・外貨建売上取引に係る債権及び外貨建予定取引、借入金

③　ヘッジ方針
当社の社内管理規程に基づき為替変動リスクをヘッジするために為替予約を行い、借入金に対する利息

の確定を目的として金利スワップを行っております。なお、投機を目的としたデリバティブ取引は行わな
い方針であります。

④　ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前テストで確認

し、また四半期ごとに当該条件に変更がないことを事後テストで確認しております。なお、外貨建予定取
引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて高いことを事前テスト及
び事後テストで確認しております。

振当処理を行った為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別等、取引の重要な条件が同
一であり、相関関係は完全に確保されていることから有効性の評価を省略しております。また、特例処理
によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

⑶　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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1．当事業年度の計算書類に計上した金額
10,723百万円

短期金銭債権 8,229百万円
短期金銭債務 1,121

2. 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
28,093百万円

2025年1月28日付締結
コミットメントラインの総額 10,000百万円
借入実行残高 －
　差引額 10,000

2023年5月15日付締結
シンジケーション方式実行可能期
間付タームローン契約

15,000百万円

借入実行残高 6,000
　差引額 9,000

（会計上の見積りに関する注記）
（棚卸資産の評価）

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

3. コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関3社とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

4. シンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約
当社は、青森工場新棟建設及び生産設備投資に必要な資金を借り入れることを目的として、取引金融機関５

社とシンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約を締結しております。この契約に基づく当事業年
度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
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2025年1月28日付締結
シンジケーション方式実行可能期間付
タームローン契約

10,000百万円

借入実行残高 －
　差引額 10,000

売上高 32,305百万円
仕入高 4,185
販売費及び一般管理費 1,828
営業取引以外の取引による取引高 1,948

用途 場所 種類 金額

事業用資産 青森県平川市

機械及び装置 77百万円

工具、器具及び備品 30百万円

建設仮勘定 197百万円

ソフトウエア 33百万円

その他（無形固定資産） 40百万円

長期前払費用 1百万円

普通株式 1,261,088株

5. シンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約
当社は、青森工場における生産設備投資に必要な資金を借り入れることを目的として、取引金融機関5社とシ

ンジケーション方式実行可能期間付タームローン契約を締結しております。この契約に基づく当事業年度末の
借入未実行残高は次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）
1．関係会社との取引高

2．減損損失に関する注記
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っております。TE事業に
おいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているため、TE事業に係る資産グループの帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（382百万円）として特別損失に計上しております。
　なお、事業用資産の減損損失の測定における回収可能価額は正味売却価額により測定しており、このうち土
地、建物に係る正味売却価額は、不動産鑑定評価額により評価し、その他については売却可能性が見込めない
ため、備忘価額により評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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個別注記表

賞与引当金 651百万円
棚卸資産評価損 525
貸倒引当金 74
製品保証引当金 462
退職給付引当金 695
長期未払金 7
減損損失 368
未払事業税 118
その他 445
繰延税金資産　小計 3,350
評価性引当額 △1,880

繰延税金資産　合計 1,469

その他有価証券評価差額金 △3,052百万円
前払年金費用 △31
その他 △4
繰延税金負債　合計 △3,089

繰延税金資産（負債）の純額 △1,619

法定実効税率 30.5％
(調整)
住民税均等割 0.1
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.0
評価性引当額の増減 1.8
試験研究費税額控除 △4.1
役員賞与否認 0.3
その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.6

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴
い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
　これに伴い、2027年1月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰
延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。
　なお、この変更による影響は軽微であります。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
貸借対照表に計上した固定資産の他、営業車両等をリース契約により使用しております。
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個別注記表

属 性 会社等の名称
又は氏名 所在地 資本金又は

出 資 金
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 割 合
( ％ )

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(百万円) 科　目 期末残高
(百万円)

子会社 M E K
Co.,Ltd.

韓 国
京畿道
富川市

20,000百万
韓国ウォン

プ ロ ー ブ
カ ー ド 等
の 製 造 ・
販 売 ・ メ
ン テ ナ ン
ス 及 び Ｌ
Ｃ Ｄ 検 査
機 器 等 の
販 売 ・ メ
ン テ ナ ン
ス

直接
100

当社製品の
設計･製造･
販売及びメ
ンテナンス
役員の兼任

製品等の販売
（注）1． 28,314 売掛金 7,087

配当金の受取
（注）2． 1,573 － －

属 性 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出 資 金
( 百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 ( 被 所
有 ) 割 合
( ％ )

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(百万円) 科　目 期末残高
(百万円)

役員の
近親者 長谷川 義榮 － － 当社相談役

名誉会長
(被所有)
直接

2.44
－ 相談役報酬

（注）1． 20 － －

役 員 長谷川 正義 － －
当社
代表取締役
社長

(被所有)
直接

6.60
－

金銭報酬債権
の現物出資

（注）2．
34 － －

役 員 阿部　　祐一 － － 当社取締役
(被所有)
直接

0.03
－

金銭報酬債権
の現物出資

（注）2．
15 － －

役 員 外川　 　孝 － － 当社取締役
(被所有)
直接

0.06
－

金銭報酬債権
の現物出資

（注）2．
11 － －

（関連当事者との取引に関する注記）
1．子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．製品等の販売については、市場価格を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
（注）2．配当金の受取については、グループ配当方針に基づき決定しております。

2．役員及び個人主要株主等

（注）1．当社の代表取締役を経験しており、長年にわたる経営の経験に基づき経営陣への様々な助言を行う目的から相談役を委嘱し
ております。報酬額については、委託する業務の内容等を勘案し決定しております。

2．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資であります。
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個別注記表

　１株当たり純資産額 1,460.12円
　１株当たり当期純利益 268.08円

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）　
4．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 48 －
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